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１．ウォーターPPP導入の背景

➢ ウォーターPPP 導入の背景には、職員の不足・高齢化、更新需要の増大や給水人口・収益の減少といった、「ヒト・モ

ノ・カネ」の課題があり、特に中小規模の下水道事業者等において対応が急務となっています。こうした下水道事業者等
においては、これまで以上に官民連携を進める必要があり、包括的に業務を発注することで業務体制の補完やコストの
縮減が可能になるとともに、更新業務の実施又は支援を委託することで着実な施設の老朽化・耐震化への対策が可能
になるものと考えられます。

➢ ウォーターPPPとして、管理・更新一体マネジメント方式を新たに設定し、地方公共団体等のニーズに応じた選択肢を拡
大することで、多様な官民連携方式の導入等により、案件形成の裾野拡大と加速化を推進するものです。

出典：下水道事業におけるPPP/PFI手法選択のためのガイドライン 令和5年3月 国土交通省
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２．ウォーターPPPとは

➢ ウォーターPPPとは、水道、工業用水道、下水道などの水道分野を対象とした官民連携方式で、コンセッション（公共施設等
運営事業）方式と、「管理・更新一体マネジメント方式」を併せた総称です。

➢ 「管理・更新一体マネジメント方式」は、コンセッション方式に段階的に移行するために新設されました。また、「公共施設等
運営事業」とは、利用料金を徴収する公共施設について、施設の所有権を自治体などが有したまま、施設の運営権を民間事
業者に設定する方式です。

３．ウォーターPPPの要件

①長期契約（原則10年）

契約期間は、企業の参画意欲、地方公共団体の取組易さ、スケールメリット、投資効果の発現、雇用の安定、人材育成等

を総合的に勘案し、原則10年とする。

②性能発注

性能発注を原則とする。ただし、管路については、移行措置として、仕様発注から開始し、詳細調査や更新等を実施した箇

所から段階的に性能発注に移行していくことも可能である。

③維持管理と更新の一体マネジメント

維持管理と更新を一体的に実施する「更新実施型」と、更新計画案の策定やコンストラクションマネジメント(CM) ※1により地

方公共団体の更新を支援する「更新支援型」を基本とする。

④プロフィットシェア※2

ライフサイクルコスト縮減の提案を促進するためプロフィットシェアの仕組みを導入する。

※１建設プロジェクトの計画、設計、施工、引き渡しまでの全過程を管理する手法。主な目的は、プロジェクトを予定通りの

スケジュール、予算、品質で完了させること。

※２契約時に見積もった工事費や維持管理費が、企業努力や新技術導入等で縮減した場合に、削減できた費用を官民で

シェアすること。
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出典：下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン第1.3版 国土交通省
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４．維持管理と更新（改築）の一体的なマネジメントの趣旨

➢ 同一の対象施設に、維持管理と、事業期間中の維持管理をふまえた更新（改築）に関係する業務範囲が設定されること

で、維持管理上の気づき等を、更新計画案の作成に反映し、これに基づく更新（改築）の結果、より効率的・効果的な維持

管理が期待できます。

出典：下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン第2.0版【基礎編】（パワーポイント版） 令和7年4月 国土交通省
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５．管理・更新一体マネジメント方式

➢ レベル3までの業務範囲を更新計画案作成まで含むものにレベルアップさせたものが「更新支援型」、さらに改築の発
注業務の委託まで含むものが「更新実施型」となります。

➢ 「更新支援型」は、更新工事（改築の発注業務の委託）以外の業務を一括で受託者に委ねることができます。

➢ 「更新実施型」は、更新工事（改築の発注業務の委託）を含めて一括で受託者民間に委ねることができ、地方公共団
体の体制補完の効果が大きいとされています。

出典：下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン第2.0版【基礎編】（パワーポイント版） 令和7年4月 国土交通省
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６．下水道事業の課題に対するウォーターPPP導入の効果（例）

➢ 下水道事業の課題に対して、従来の包括的民間委託またはウォーターPPPを導入した場合の効果は一般的には次のと

おりとされています。

分類 課題
官民連携事業の導入効果 官民連携事業の導入効果

【包括民間委託】 【ウォーターPPP】

財務

・下水道使用料収入の減少
・維持管理費の増加
・改築事業費の増加

・性能発注による薬品や燃料使用量の
削減、人員配置の適正化
・長期契約によるコスト削減効果

(更新実施型・更新支援型)
・性能発注による薬品や燃料使用量の削減、
人員配置の適正化
・長期契約によるコスト削減効果

(更新実施型)
・維持管理と更新の一体マネジメントによる
コスト削減

施設

・更新需要の増加
・耐震化の推進
・省エネルギー対策の検討
・脱炭素への対応

－

(更新実施型・更新支援型)
・維持管理と更新の一体マネジメントによる
改築事業の効率化

(更新実施型)
・維持管理のノウハウを更新に反映

組織
人員
体制

・職員数の減少
・職員の育成や技術継承
・執行体制の確保

・個別の発注手続きを包括して手間を
削減
・点検頻度の効率化
・修繕や異常対応の円滑化
・職員のリソース不足の補完

(更新実施型・更新支援型)
・個別の発注手続きを包括して手間を削減
・点検頻度の効率化
・修繕や異常対応の円滑化
・職員のリソース不足の補完
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７．ウォーターPPP先進地事例①：神奈川県三浦市
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７．ウォーターPPP先進地事例②：茨城県守谷市


